
みずほフィナンシャルグループ【連結】
平成30年9月末

（単位：百万円、％）

平成30年9月末 平成30年6月末

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目 （１）

普通株式に係る株主資本の額 7,559,684         7,457,229         

うち、資本金及び資本剰余金の額 3,395,202         3,395,217         

うち、利益剰余金の額 4,267,569         4,068,721         

うち、自己株式の額（△） 7,888             6,709             

うち、社外流出予定額（△） 95,197            -                 

うち、上記以外に該当するものの額 -                 -                 

普通株式に係る新株予約権の額 714               728               

その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額 1,542,038         1,683,685         

普通株式等Tier1資本に係る調整後非支配株主持分の額 11,788            21,676            

普通株式等Tier1 資本に係る基礎項目の額 （イ） 9,114,225         9,163,320         

普通株式等Tier1 資本に係る調整項目 （２）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 776,925           786,906           

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 76,910            80,613            

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外のものの額 700,015           706,293           

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 43,383            41,731            

繰延ヘッジ損益の額 △ 123,418        △ 88,011         

適格引当金不足額 95,020            86,732            

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 6                 -                 

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 3,382             3,679             

退職給付に係る資産の額 682,547           678,535           

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 2,990             5,847             

意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額 -                 -                 

少数出資金融機関等の普通株式の額 26,120            16,412            

特定項目に係る十パーセント基準超過額 -                 -                 

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に該当するもの
に関連するものの額

-                 -                 

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）
に関連するものの額

-                 -                 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 -                 -                 

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 -                 -                 

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に該当するもの
に関連するものの額

-                 -                 

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）
に関連するものの額

-                 -                 

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 -                 -                 

その他Tier1 資本不足額 -                 -                 

普通株式等Tier1 資本に係る調整項目の額 （ロ） 1,506,958         1,531,834         

普通株式等Tier1 資本

普通株式等Tier1 資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 7,607,267         7,631,486         

その他Tier1 資本に係る基礎項目 （３）

31a その他Tier1 資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 -                 -                 

31b その他Tier1 資本調達手段に係る新株予約権の額 -                 -                 

32 その他Tier1 資本調達手段に係る負債の額 1,570,000         1,220,000         

特別目的会社等の発行するその他Tier1 資本調達手段の額 -                 -                 

その他Tier1 資本に係る調整後非支配株主持分等の額 30,891            32,014            

303,000           303,000           

うち、銀行持株会社及び銀行持株会社の特別目的会社等の発行する資本調達手段
の額

303,000           303,000           

うち、銀行持株会社の連結子法人等（銀行持株会社の特別目的会社等を除く。）
の発行する資本調達手段の額

-                 -                 

その他Tier1 資本に係る基礎項目の額 （ニ） 1,903,891         1,555,014         

その他Tier1 資本に係る調整項目

自己保有その他Tier1 資本調達手段の額 2,600             800               

意図的に保有している他の金融機関等のその他Tier1 資本調達手段の額 -                 -                 

少数出資金融機関等のその他Tier1 資本調達手段の額 164               73                

その他金融機関等のその他Tier1 資本調達手段の額 73,500            73,500            

Tier2 資本不足額 -                 -                 

その他Tier1 資本に係る調整項目の額 （ホ） 76,264            74,373            

その他Tier1 資本

その他Tier1 資本の額（（ニ）－（ホ）） （ヘ） 1,827,626         1,480,641         

Tier1 資本

Tier1 資本の額（（ハ）＋（ヘ）) （ト） 9,434,893         9,112,127         

5

「自己資本の構成に関する開示事項」

適格旧Tier1 資本調達手段の額のうちその他Tier1 資本に係る基礎項目の額に含まれる
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（単位：百万円、％）

平成30年9月末 平成30年6月末
国際様式の
該当番号

項目

Tier2 資本に係る基礎項目 （４）

Tier2 資本調達手段に係る株主資本の額及びその内訳 -                 -                 

Tier2 資本調達手段に係る新株予約権の額 -                 -                 

Tier2 資本調達手段に係る負債の額 994,185           941,905           

特別目的会社等の発行するTier2 資本調達手段の額 170,370           165,810           

Tier2 資本に係る調整後非支配株主持分等の額 9,681             12,259            

適格旧Tier2 資本調達手段の額のうちTier2 資本に係る基礎項目の額に含まれる額 613,542           635,153           

うち、銀行持株会社及び銀行持株会社の特別目的会社等の発行する資本調達手段
の額

129,106           133,949           

うち、銀行持株会社の連結子法人等（銀行持株会社の特別目的会社等を除く。）
の発行する資本調達手段の額

484,436           501,203           

一般貸倒引当金Tier2 算入額及び適格引当金Tier2 算入額の合計額 4,457             4,912             

うち、一般貸倒引当金Tier2 算入額 4,457             4,912             

うち、適格引当金Tier2 算入額 -                 -                 

Tier2 資本に係る基礎項目の額 （チ） 1,792,236         1,760,040         

Tier2 資本に係る調整項目

自己保有Tier2 資本調達手段の額 2,631             5,561             

意図的に保有している他の金融機関等のTier2 資本調達手段の額 -                 -                 

少数出資金融機関等のTier2 資本調達手段の額 10,410            6,694             

その他金融機関等のTier2 資本調達手段の額 -                 -                 

Tier2 資本に係る調整項目の額 （リ） 13,041            12,255            

Tier2 資本

Tier2 資本の額（（チ）－（リ）） （ヌ） 1,779,194         1,747,784         

総自己資本

総自己資本の額（（ト）＋（ヌ）） （ル） 11,214,088        10,859,912        

リスク・アセット （５）

リスク・アセットの額 （ヲ） 60,240,051        60,157,998        

連結自己資本比率

連結普通株式等Tier1 比率（（ハ）／（ヲ）） 12.62% 12.68%

連結Tier1 比率（（ト）／（ヲ）） 15.66% 15.14%

連結総自己資本比率（（ル）／（ヲ）） 18.61% 18.05%

調整項目に係る参考事項 （６）

少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不算入額 763,336           764,788           

159,464           141,188           

-                 -                 

繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に係る調整項目不算入額 219,310           146,397           

Tier2 資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項 （７）

一般貸倒引当金の額 4,457             4,912             

一般貸倒引当金に係るTier2 資本算入上限額 43,176            45,675            

-                 -                 

適格引当金に係るTier2 資本算入上限額 288,806           289,852           

資本調達手段に係る経過措置に関する事項 （８）

適格旧Tier1 資本調達手段に係る算入上限額 833,255           833,255           

-                 -                 

適格旧Tier2 資本調達手段に係る算入上限額 674,824           674,824           

-                 -                 

適格旧Tier1 資本調達手段の額から適格旧Tier1 資本調達手段に係る算入上限額を控除
した額（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）

適格旧Tier2 資本調達手段の額から適格旧Tier2 資本調達手段に係る算入上限額を控除
した額（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）

内部格付手法採用行において、適格引当金の合計額から事業法人等向けエクスポー
ジャー及びリテール向けエクスポージャーの期待損失額の合計額を控除した額（当該額
が零を下回る場合にあっては、零とする。）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に係る調整項
目不算入額

その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に係る調整項目不算入額
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